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（１） 地方公会計制度導入の目的 

 市町村などの地方公共団体の予算、決算、会計制度は、地方自治法等の法令により、そ

の調製方法や処理方法が規定されています。これらは、民間企業で採用されている「発生

主義会計」に対して、「現金主義会計」と呼ばれ、現金の収入と支出の記録に重点を置いた

ものとなっています。 

 しかし、現金主義会計だけでは、地方公共団体の資産や債務の実態をつかみにくいこと

から、発生主義的な考え方を取り入れた決算資料の作成が求められていました。 

 国においては、平成 18 年 6 月に成立した「行政改革推進法」を契機に、地方の資産・債

務改革の一環としての「新地方公会計制度の整備」が位置付けられました。これにより「新

地方公会計制度研究会報告書（平成 18 年 5 月総務省）」で示された「基準モデル」又は「総

務省方式改訂モデル」を活用して、地方公共団体単体及び関連団体等も含む連結ベースで

の 4つの財務書類を整備することとなりました。苫小牧市では平成 22 年度決算は総務省方

式改訂モデルにより、平成 23 年度決算からは基準モデルにより財務書類を作成してきまし

た。 

 現在では、多くの地方公共団体が財務書類を作成しておりますが、複数の作成モデルが

存在することにより、団体間の比較が困難であるなどの課題があったことから、平成 27 年

1 月に総務省より「統一的な基準による地方公会計について」要請があり、全国の地方公

共団体は平成 27 年度から平成 29 年度までの 3 年間で「統一的な基準」に基づいた財務書

類を作成することとなりました。 

苫小牧市は平成 27 年度決算から統一的な基準による財務書類を作成しました。 

 

【参考】「統一的な基準」と「基準モデル」の主な相違点 

 ・道路、河川及び水路の敷地のうち、昭和 59 年度以前に取得したものについては、資産

価値を 1円（備忘価額）とすることとなりました。また、昭和 60 年度以降に取得したも

のであっても、取得原価が不明なものについては備忘価額 1 円とすることとなりました

（基準モデルでは取得原価または再調達原価としていました）。 

 ・勘定科目の名称変更や新設が行われ、財務書類の内容がより詳細に示されるようにな

りました。 

 

 

 

 

財務書類 4 表作成にあたって Ⅰ 

財務書類の必要性      1
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（２） 官庁会計と地方公会計制度の違い 

 地方公共団体の会計は、単式簿記・現金主義によるもので、「現金」という 1つの科目の

収支のみを記録するものですが、一方、地方公会計制度による財務書類では、現金の収支

に関わらず、1 つの取引について、それを原因と結果の両方からとらえ、二面的に記録す

ることにより、資産の動きや行政サービスの提供に必要なコストを把握することができる

ことになります。 

 

（３） 民間の企業会計と地方公会計の違い 

 地方公会計制度は、民間企業の会計手法を取り入れたものですが、地方公共団体とはそ

もそもの目的が異なります。民間企業の目的は利益獲得であるため、例えば損益計算書は、

対応する収益とコストを差し引いて適切に期間損益を計算し、企業経営に資することを目

的としています。 

 これに対し、地方公共団体は利益の獲得を目的としませんので、経常収支に臨時損失を

加え臨時利益を差引いて表される純行政コストは、利益の概念ではなく、地方税や地方交

付税などの一般財源や資産の売却などで賄うべきコストを示すことになります。 
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（１） 対象とする会計の範囲 

 苫小牧市の財政は、一つの財布の中でやり繰りしているのではなく、幾つかの財布に分

けてやり繰りをしています。そして、それぞれの財布を「会計」と呼んでいます。市で行

う事業の中には、別に財布を設けて出し入れをした方が合理的なものがあり、これを「○

○特別会計」や「○○事業会計」と呼んで一般会計と分けています。 

 また、苫小牧港管理組合に関しては、北海道と共に規約に基づく経費負担を行っている

ことから一部事務組合として連結会計の対象となります。 

 苫小牧市の財政の全体像を示すには、これらの特別会計や一部事務組合、苫小牧市が出

資している第三セクターも含めなければなりません。 

 財務書類 4 表をそれぞれ一般会計等、全体会計、連結会計と区分けし、全体会計とは、

一般会計等と特別会計を合わせたもので、連結会計とは、全体会計、一部事務組合等及び

第三セクターを合わせたものとなります。 

 

■対象とする会計の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 作成基準日 

 作成基準日は、会計年度の最終日である平成 28 年 3 月 31 日としました。ただし、出納

整理期間における取引は、3月 31 日までに処理したものとしています。 

 

 

 
 

財務書類の作成条件     2

特別会計 

一般会計等 …一般会計、霊園事業特別会計 

※一般会計と公営事業会計以外の特別会計からなる会計区分 

…国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計、後期

高齢者医療特別会計、水道事業会計、下水道事業会計、市

立病院事業会計、公設地方卸売市場事業会計 

一部事務組合等 …苫小牧港管理組合 <以下全道組織>  後期高齢者医療広域連

合、備荒資金組合 

全体会計 

連結会計 

第三セクター 

 

…苫小牧振興公社 
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（１） 貸借対照表（バランスシート：ＢＳ） 

 年度末に保有する①資産、②負債、③純資産を表示したものです。 

① 資産 

学校、公園、道路など将来の世代に引き継ぐ社会資本や投資、基金など将来現金化

することが可能な財産 

② 負債 

市債や退職給付引当金など将来の世代の負担となるもの 

③ 純資産 

過去の世代や国・道が負担した将来返済しなくてよい財産 

 

■貸借対照表（ＢＳ）の概略図 

 

借方（かりかた） 貸方（かしかた） 

資  産 
 

土地、建物 
貸付金 

  現金、基金 等 

負債（将来負担） 
地方債、債務負担行為額 

退職給付引当金等 

 純資産（これまでの世代負担）
国庫支出金､道支出金 

一般財源等 

 

「資産」＝「負債」＋「純資産」 
借方と貸方が均衡（バランス）します 

 

■地方公共団体が貸借対照表を作成する意義 

① 資産、負債などのストック状況を示すことができます。 

② 資産の形成と税金など（一般財源、国・道からの補助金など）の投入の関係を明らか

にできます。 

③ これまでの世代の負担と将来世代の負担の関係を明らかにできます。 

④ 次のような近い将来の大量な資金需要に対する備えの必要性を明らかにできます。 

  イ）借金（地方債）償還のための資金 

  ロ）道路などのインフラ資産、建物設備の更新・大規模修繕のための資金 

  ハ）職員の退職手当支給のための資金 

 

 

 

 

財務書類４表の種類     3
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（２） 行政コスト計算書（ＰＬ） 

 行政コスト計算書は、1 年間の行政運営コストのうち、福祉サービスやごみの収集にか

かる経費など、資産形成につながらない行政コストを「人件費」、「物件費等」、「その他の

業務費用」、「移転費用」などに区分して表示したものです。 

 行政コスト計算書は、民間の企業会計でいう損益計算書にあたるものです。ただし、公

会計でいう行政コスト計算書は、損益を見ることが目的ではなく、行政サービスのコスト

（原価）計算に重点が置かれています。 

 例えば、歳入歳出決算書では、資産形成にかかる支出も単年度の行政サービスにかかる

支出も、すべてその年度の歳入歳出を対象として収支を計算します。 

 一方で、地方公会計制度では、普通建設事業費や地方債償還費は資産の増加や減少であ

り、費用の発生ではないので、行政コスト計算書には計上されません。また、歳入歳出決

算書では計上されない減価償却費や退職給付費用等は、地方公会計制度では、費用の発生

として行政コスト計算書に計上されます。 

① 人件費 

職員給与や議員報酬、退職給付費用（当該年度に退職手当引当金として新たに繰り

入れた額）など 

② 物件費等 

備品や消耗品、施設等の維持補修に係る経費や減価償却費（社会資本の経年劣化等

に伴う減少額）など 

③ その他の業務費用 

   市債の償還利子、委託料や使用料、手数料、広告料など 

④ 移転費用 

補助金等、社会保障給付費、他会計への支出額など 
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（３） 純資産変動計算書（ＮＷ） 

 純資産（過去の世代や国・道が負担した将来返済しなくてよい財産）が年度中にどのよ

うに増減したかを表示したものです。 

 純資産変動計算書では、資産形成にあたり、これまでの世代が負担してきた部分を示す

貸借対照表の純資産の部の 1年間の増減がわかります。 

（イ）財源 

  ① 税収等 

      財源として調達した税収等の額 

② 国県等補助金 

       財源として調達した国道補助金等の額 

（ロ）固定資産等の変動（内部変動） 

  有形固定資産等の増減及び貸付金・基金等の増減 

（ハ）資産評価差額 

  有価証券等の評価差額 

（ニ）無償所管換等 

  会計間の財産の無償所管換に伴い生じた差額 
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（４） 資金収支計算書（キャッシュ・フロー計算書：ＣＦ） 

 1 年間の資金の増減を「業務活動収支」､「投資活動収支」､「財務活動収支」に区分し

残高を表示したもので､どのような活動に資金が必要であったかを表示したものです｡ 

 民間企業において作成されるキャッシュ・フロー計算書の「営業活動」の部分が「業務

活動収支」となっています。 

① 業務活動収支 

行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支出されるもの 

② 投資活動収支 

道路、公園、学校などの主に資産形成にかかる支出や貸付金などの収入、支出など

③ 財務活動収支 

市債の借入、償還など 

 

■財務書類４表の相関図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●純資産変動計算書は、バランスシートの自己資金といえる、純資産の明細書です。 

●行政コスト計算書は、純資産変動計算書における純行政コストの明細書になっています。 

 

 

 

 

●貸借対照表（ＢＳ） ●行政コスト計算書（ＰＬ）

●資金収支計算書（ＣＦ） ●純資産変動計算書（ＮＷ）

資産 

 

･･････ 

現金預金 

･･････ 

負債 

純資産 

経常費用－経常収益 

 ＋臨時損失－臨時利益 

＝ 純行政コスト 

期首純資産残高 
－ 

純行政コスト 
＋ 

一般財源、補助金等受入 
± 

資産評価替え等 
＝ 

期末純資産残高 

収入 
－ 

支出 
＝ 

資金増減額 
＋ 

期首資金残高 

＋ 

期末歳計外現金残高 
＝ 

期末現金預金残高 
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（１） 一般会計等 

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 233,462,578,605   固定負債 79,708,578,694

    有形固定資産 220,744,401,093     地方債 72,629,776,897

      事業用資産 132,060,970,666     長期未払金 307,137,317

        土地 54,800,324,904     退職手当引当金 6,658,658,000

        立木竹 2,187,266,600     損失補償等引当金 0

        建物 158,574,934,144     その他 113,006,480

        建物減価償却累計額 △ 84,496,942,987   流動負債 8,165,552,680

        工作物 2,596,703,732     １年内償還予定地方債 6,728,718,991

        工作物減価償却累計額 △ 1,703,042,927     未払金 117,292,227

        船舶 0     未払費用 0

        船舶減価償却累計額 0     前受金 0

        浮標等 0     前受収益 0

        浮標等減価償却累計額 0     賞与等引当金 10,677,000

        航空機 0     預り金 1,154,380,462

        航空機減価償却累計額 0     その他 154,484,000

        その他 0 負債合計 87,874,131,374

        その他減価償却累計額 0 【純資産の部】

        建設仮勘定 101,727,200   固定資産等形成分 237,489,868,909

      インフラ資産 87,906,744,584   余剰分（不足分） △ 82,910,410,130

        土地 5,741,115,442

        建物 609,701,920

        建物減価償却累計額 △ 17,231,630

        工作物 163,029,854,164

        工作物減価償却累計額 △ 81,486,416,912

        その他 0

        その他減価償却累計額 0

        建設仮勘定 29,721,600

      物品 6,143,564,237

      物品減価償却累計額 △ 5,366,878,394

    無形固定資産 585,007,375

      ソフトウェア 585,007,375

      その他 0

    投資その他の資産 12,133,170,137

      投資及び出資金 1,894,099,000

        有価証券 381,224,000

        出資金 1,512,875,000

        その他 0

      投資損失引当金 0

      長期延滞債権 0

      長期貸付金 4,084,518,886

      基金 6,248,768,251

        減債基金 1,585,980,602

        その他 4,662,787,649

      その他 0

      徴収不能引当金 △ 94,216,000

  流動資産 8,991,011,548

    現金預金 2,608,320,365

    未収金 2,355,400,879

    短期貸付金 1,029,844,000

    基金 2,997,446,304

      財政調整基金 2,997,446,304

      減債基金 0

    棚卸資産 0

    その他 0

    徴収不能引当金 0 純資産合計 154,579,458,779

資産合計 242,453,590,153 負債及び純資産合計 242,453,590,153

一般会計等貸借対照表
（平成２８年３月３１日現在）

 

 

 

平成 27 年度 苫小牧市の財務書類 Ⅱ 

貸借対照表（ＢＳ）      1
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（2） 全体会計 

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 348,410,808,142   固定負債 180,080,637,874

    有形固定資産 334,594,822,188     地方債 126,857,336,978

      事業用資産 164,365,009,209     長期未払金 345,479,203

        土地 55,286,013,137     退職手当引当金 9,721,715,000

        立木竹 2,187,266,600     損失補償等引当金 0

        建物 173,897,330,974     その他 43,156,106,693

        建物減価償却累計額 △ 89,587,134,237   流動負債 14,313,562,770

        工作物 39,735,714,059     １年内償還予定地方債 11,615,252,277

        工作物減価償却累計額 △ 18,459,152,342     未払金 938,561,458

        船舶 0     未払費用 0

        船舶減価償却累計額 0     前受金 21,553,250

        浮標等 0     前受収益 394,675

        浮標等減価償却累計額 0     賞与等引当金 381,539,563

        航空機 0     預り金 1,196,967,860

        航空機減価償却累計額 0     その他 159,293,687

        その他 3,703,984,862 負債合計 194,394,200,644

        その他減価償却累計額 △ 2,513,133,983 【純資産の部】

        建設仮勘定 114,120,139   固定資産等形成分 278,019,877,317

      インフラ資産 166,412,411,455   余剰分（不足分） △ 109,383,014,645

        土地 6,438,453,479

        建物 7,525,652,722

        建物減価償却累計額 △ 3,394,879,314

        工作物 276,946,745,179

        工作物減価償却累計額 △ 127,712,904,167

        その他 16,940,708,025

        その他減価償却累計額 △ 10,579,153,765

        建設仮勘定 247,789,296

      物品 14,841,770,873

      物品減価償却累計額 △ 11,024,369,349

    無形固定資産 654,058,452

      ソフトウェア 620,103,295

      その他 33,955,157

    投資その他の資産 13,161,927,502

      投資及び出資金 1,897,099,000

        有価証券 381,224,000

        出資金 1,515,875,000

        その他 0

      投資損失引当金 0

      長期延滞債権 0

      長期貸付金 4,200,198,886

      基金 7,271,802,616

        減債基金 1,585,980,602

        その他 5,685,822,014

      その他 0

      徴収不能引当金 △ 207,173,000

  流動資産 14,620,255,174

    現金預金 4,913,285,179

    未収金 5,252,118,810

    短期貸付金 1,399,844,000

    基金 2,997,446,304

      財政調整基金 2,997,446,304

      減債基金 0

    棚卸資産 11,699,882

    その他 101,721,700

    徴収不能引当金 △ 55,860,701 純資産合計 168,636,862,672

資産合計 363,031,063,316 負債及び純資産合計 363,031,063,316

全体会計貸借対照表
（平成２８年３月３１日現在）
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（3） 貸借対照表から分かること（一般会計等） 

 苫小牧市では、これまでに 2,424 億 5,359 万円の資産を形成してきました。 

そのうち、純資産である 1,545 億 7,946 万円（63.8％）については、過去の世代や国・道

の負担で既に支払いが済んでおり、負債である 878 億 7,413 万円（36.2％）については、

将来の世代が負担していくことになります。 

また、これらを市民 1人当たりに換算すると、資産が 140 万円、負債が 51 万円、純資産

が 89 万円になります。 

 

■貸借対照表の主な項目の説明 

【資産の部】 

   

【負債の部】 

 

 

 

（１）流動資産 

  ① 現金預金 

年度末の現金及び預金の残高を計上しています。この残高は、資金収支計算書の

本年度末現金預金残高と一致しています。 

  ② 未収金 

年度末の未収金（調定済で収入未済の収益及び財源）残高を計上しています。 

  ③ 基金 

     年度末の基金残高を計上しています。 

（２）固定資産 

  ① 事業用資産 

庁舎や学校など売却可能な資産を計上しています。 

  ② インフラ資産等 

道路や公園など将来売却できない資産を計上しています。 

 

（１）流動負債 

① １年内償還予定地方債 

市債のうち、1年以内の償還予定額を計上しています｡ 

② 預り金 

職員給与に関わる源泉所得税や共済掛金などを計上しています｡ 

（２）固定負債 

① 地方債 

市債残高のうち、翌々年度以降の償還予定額を計上しています｡ 

② 退職手当引当金 

期末時点で必要となる支給総額を計上しています。 
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【純資産の部】 

純資産 

「資産－負債」を計上しています。 

 

 

 

■ 平成 27 年度苫小牧市一般会計等貸借対照表の概略 

 

借方（かりかた） 貸方（かしかた） 

資産 2,425 億円(140 万円) 

（100％） 

負債 879 億円(51 万円) 

（将来負担 36.2％） 

純資産 1,546 億円(89 万円) 

（これまでの世代負担 63.8％） 

※( )内は、市民 1人当たりの金額 

(人口：平成 28 年 3 月 31 日現在住民基本台帳人口 173,308 人) 

 

純資産は、民間企業でいえば自己資本にあたります。純資産の割合が高ければ、現役世

代を含む住民が負担した税収や国や道からの補助金等で現在の資産の多くを形成したこと

になります。 

 総資産に占める純資産の割合が低ければ（負債の割合が高ければ）、将来世代に負担を先

送りすることになり、高ければ現役世代の負担が重いことになるため、バランスが重要で

す。 
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（１） 一般会計等 

       

（単位：円）

科目名 金額

  経常費用 61,551,149,913

    業務費用 29,287,068,294

      人件費 9,663,095,934

        職員給与費 9,793,913,777

        賞与等引当金繰入額 △ 554,017,000

        退職手当引当金繰入額 △ 917,094,000

        その他 1,340,293,157

      物件費等 17,995,209,516

        物件費 9,980,648,729

        維持補修費 1,673,897,866

        減価償却費 6,334,946,214

        その他 5,716,707

      その他の業務費用 1,628,762,844

        支払利息 877,459,495

        徴収不能引当金繰入額 276,288,000

        その他 475,015,349

    移転費用 32,264,081,619

      補助金等 8,653,371,948

      社会保障給付 19,571,027,777

      他会計への繰出金 4,006,138,547

      その他 33,543,347

  経常収益 4,378,517,572

    使用料及び手数料 2,744,117,776

    その他 1,634,399,796

純経常行政コスト 57,172,632,341

  臨時損失 103,155,100

    災害復旧事業費 53,017,200

    資産除売却損 50,137,900

    投資損失引当金繰入額 0

    損失補償等引当金繰入額 0

    その他 0

  臨時利益 71,768,671

    資産売却益 71,768,671

    その他 0

純行政コスト 57,204,018,770

一般会計等行政コスト計算書
自　平成２７年　４月　１日

至　平成２８年　３月３１日
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（2） 全体会計 

       

（単位：円）

科目名 金額

  経常費用 113,393,904,467

    業務費用 48,510,021,275

      人件費 16,073,494,842

        職員給与費 15,678,609,491

        賞与等引当金繰入額 △ 524,782,378

        退職手当引当金繰入額 △ 780,173,000

        その他 1,699,840,729

      物件費等 26,137,352,023

        物件費 10,718,289,927

        維持補修費 2,045,148,342

        減価償却費 10,912,212,908

        その他 2,461,700,846

      その他の業務費用 6,299,174,410

        支払利息 2,032,175,782

        徴収不能引当金繰入額 540,488,828

        その他 3,726,509,800

    移転費用 64,883,883,192

      補助金等 41,266,344,413

      社会保障給付 19,577,736,485

      他会計への繰出金 4,006,138,547

      その他 33,663,747

  経常収益 21,706,444,857

    使用料及び手数料 17,685,752,683

    その他 4,020,692,174

純経常行政コスト 91,687,459,610

  臨時損失 127,896,622

    災害復旧事業費 53,017,200

    資産除売却損 50,137,900

    投資損失引当金繰入額 0

    損失補償等引当金繰入額 0

    その他 24,741,522

  臨時利益 586,613,741

    資産売却益 111,498,601

    その他 475,115,140

純行政コスト 91,228,742,491

全体会計行政コスト計算書
自　平成２７年　４月　１日

至　平成２８年　３月３１日
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（3） 行政コスト計算書から分かること（一般会計等） 

平成 27 年度の経常費用は 615 億 5,115 万円で、行政サービス利用に対する対価として市

民が負担する使用料、手数料、分担金及び負担金などの経常収益は 43 億 7,852 万円となっ

ています。 

経常収支に臨時損失を加え臨時利益を差引いて表される純行政コストの 572 億 402 万円

は、市税や地方交付税などの一般財源や国・道補助金などで賄っています。 

 

■行政コスト計算書の主な項目の説明 

【経常費用】 

１. 業務費用 

（１）人件費 

① 職員給与費 

職員等を雇用することによって発生する給与費などを計上しています。 

② 賞与等引当金繰入額 

翌年度支給される期末・勤勉手当のうち、当年度に負担すべき額を計上してい

ます。 

③ 退職手当引当金繰入額 

職員等の退職に係るコストのうち当年度に負担すべき額を計上しています。 

（２）物件費等 

① 物件費 

消耗品費を計上しています。 

② 維持補修費 

   施設等の維持補修にかかる経費を計上しています。 

③ 減価償却費 

学校などの固定資産の取得価格を耐用年数で除した金額を計上しています。減

価償却の開始は取得した年度の翌年度からとなります。 

（３）その他の業務費用 

  ① 支払利息 

     市債利子支払額などを計上しています。 

② 徴収不能引当金繰入額 

     徴収不能となるおそれがある金銭債権を計上しています。 

２．移転費用 

（１）補助金等 

    各種補助金や地方公営事業会計以外の会計に対する繰出金を計上しています。 

（２）社会保障給付 

    生活保護法、児童福祉法等に基づく扶助費などを計上しています。 

（３）他会計への繰出等 

地方公営事業会計に対する負担金や補助金などを計上しています。 

 

 

 



 

 －15－

 

【経常収益】 

１．経常収益 

（１）使用料及び手数料 

行政サービス等に対する対価として負担した使用料や手数料などを計上してい

ます。 

（２）その他 

   上記以外の収益を計上しています。 

 

  

【臨時損失】 

１．臨時損失 

（１）災害復旧事業費 

災害復旧事業に要した経費を計上しています。 

（２）資産除売却損 

   資産を処分した際に発生した損失を計上しています。 

 

  

【臨時利益】 

１．臨時利益 

（１）資産除売却益 

   資産を処分した際に発生した利益を計上しています。 
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（１） 一般会計等 

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 139,570,834,813 218,261,572,635 △ 78,690,737,822

  純行政コスト（△） △ 57,204,018,770 △ 57,204,018,770

  財源 60,328,567,890 60,328,567,890

    税収等 40,158,959,388 40,158,959,388

    国県等補助金 20,169,608,502 20,169,608,502

  本年度差額 3,124,549,120 3,124,549,120

  固定資産等の変動（内部変動） 7,344,221,428 △ 7,344,221,428

    有形固定資産等の増加 7,830,710,218 △ 7,830,710,218

    有形固定資産等の減少 △ 396,138,838 396,138,838

    貸付金・基金等の増加 11,909,273,738 △ 11,909,273,738

    貸付金・基金等の減少 △ 11,999,623,690 11,999,623,690

  資産評価差額 0 0

  無償所管換等 11,884,074,846 11,884,074,846

  その他 0 0 0

  本年度純資産変動額 15,008,623,966 19,228,296,274 △ 4,219,672,308

本年度末純資産残高 154,579,458,779 237,489,868,909 △ 82,910,410,130

一般会計等純資産変動計算書
自　平成２７年　４月　１日

至　平成２８年　３月３１日

 

    

（2） 全体会計 

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 151,865,121,130 262,946,297,130 △ 111,081,176,000

  純行政コスト（△） △ 91,228,742,491 △ 91,228,742,491

  財源 95,387,099,582 95,387,099,582

    税収等 69,803,795,564 69,803,795,564

    国県等補助金 25,583,304,018 25,583,304,018

  本年度差額 4,158,357,091 4,158,357,091

  固定資産等の変動（内部変動） 2,460,195,736 △ 2,460,195,736

    有形固定資産等の増加 11,278,048,092 △ 11,278,048,092

    有形固定資産等の減少 △ 8,727,502,404 8,727,502,404

    貸付金・基金等の増加 11,909,273,738 △ 11,909,273,738

    貸付金・基金等の減少 △ 11,999,623,690 11,999,623,690

  資産評価差額 0 0

  無償所管換等 12,613,384,451 12,613,384,451

  その他 0 0 0

  本年度純資産変動額 16,771,741,542 15,073,580,187 1,698,161,355

本年度末純資産残高 168,636,862,672 278,019,877,317 △ 109,383,014,645

全体会計純資産変動計算書
自　平成２７年　４月　１日

至　平成２８年　３月３１日
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（3） 純資産変動計算書から分かること（一般会計等） 

平成 27 年度の当期末残高は 1,545 億 7,946 万円で、公共事業等による資産の増や無償所

管換等（平成 26 年度末に閉鎖した土地造成事業会計などの資産）により、当期変動額は

150 億 862 万円増加したこととなっています。 

 

■純資産変動計算書の主な項目の説明 

（１）財源 

① 税収等 

財源として調達した税収等を計上しています。 

② 国県等補助金 

財源として調達した国道補助金等を計上しています。 

（２）無償所管換等 

  会計間の財産の無償所管換に伴い生じた差額を計上しています。 
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（１） 一般会計等 

          

（単位：円）
科目名 金額

【業務活動収支】
  業務支出 56,411,026,699
    業務費用支出 24,146,945,080
      人件費支出 11,134,206,934
      物件費等支出 12,135,278,651
      支払利息支出 877,459,495
      その他の支出 0
    移転費用支出 32,264,081,619
      補助金等支出 8,653,371,948
      社会保障給付支出 19,571,027,777
      他会計への繰出支出 4,006,138,547
      その他の支出 33,543,347
  業務収入 62,979,236,449
    税収等収入 40,318,784,187
    国県等補助金収入 18,348,084,502
    使用料及び手数料収入 2,729,973,885
    その他の収入 1,582,393,875
  臨時支出 53,017,200
    災害復旧事業費支出 53,017,200
    その他の支出 0
  臨時収入 0
業務活動収支 6,515,192,550
【投資活動収支】
  投資活動支出 16,420,389,991
    公共施設等整備費支出 7,890,283,018
    基金積立金支出 3,283,375,237
    投資及び出資金支出 0
    貸付金支出 5,246,731,736
    その他の支出 0
  投資活動収入 4,428,804,201
    国県等補助金収入 1,821,524,000
    基金取崩収入 906,940,742
    貸付金元金回収収入 1,282,569,850
    資産売却収入 417,769,609
    その他の収入 0
投資活動収支 △ 11,991,585,790
【財務活動収支】
  財務活動支出 6,815,803,648
    地方債償還支出 6,134,724,797
    その他の支出 681,078,851
  財務活動収入 11,930,310,000
    地方債発行収入 11,930,310,000
    その他の収入 0
財務活動収支 5,114,506,352
本年度資金収支額 △ 361,886,888
前年度末資金残高 1,815,826,791

本年度末資金残高 1,453,939,903

前年度末歳計外現金残高 1,176,745,092
本年度歳計外現金増減額 △ 22,364,630
本年度末歳計外現金残高 1,154,380,462

本年度末現金預金残高 2,608,320,365

一般会計等資金収支計算書
自　平成２７年　４月　１日
至　平成２８年　３月３１日
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（2） 全体会計 

        

（単位：円）
科目名 金額

【業務活動収支】
  業務支出 101,724,893,878
    業務費用支出 36,841,010,686
      人件費支出 16,963,013,533
      物件費等支出 15,423,071,408
      支払利息支出 2,032,175,782
      その他の支出 2,422,749,963
    移転費用支出 64,883,883,192
      補助金等支出 41,266,344,413
      社会保障給付支出 19,577,736,485
      他会計への繰出支出 4,006,138,547
      その他の支出 33,663,747
  業務収入 112,404,692,547
    税収等収入 71,258,845,027
    国県等補助金収入 23,761,780,018
    使用料及び手数料収入 15,100,404,802
    その他の収入 2,283,662,700
  臨時支出 269,018,031
    災害復旧事業費支出 53,017,200
    その他の支出 216,000,831
  臨時収入 160,256,000
業務活動収支 10,571,036,638
【投資活動収支】
  投資活動支出 21,046,274,623
    公共施設等整備費支出 11,886,082,563
    基金積立金支出 3,334,010,324
    投資及び出資金支出 0
    貸付金支出 5,826,181,736
    その他の支出 0
  投資活動収入 6,248,848,929
    国県等補助金収入 2,867,931,349
    基金取崩収入 1,004,199,799
    貸付金元金回収収入 1,853,019,850
    資産売却収入 523,697,931
    その他の収入 0
投資活動収支 △ 14,797,425,694
【財務活動収支】
  財務活動支出 10,427,798,314
    地方債償還支出 9,714,986,727
    その他の支出 712,811,587
  財務活動収入 14,845,054,000
    地方債発行収入 14,845,054,000
    その他の収入 0
財務活動収支 4,417,255,686
本年度資金収支額 190,866,630
前年度末資金残高 3,568,038,087

本年度末資金残高 3,758,904,717

前年度末歳計外現金残高 1,176,745,092
本年度歳計外現金増減額 △ 22,364,630
本年度末歳計外現金残高 1,154,380,462

本年度末現金預金残高 4,913,285,179

全体会計資金収支計算書
自　平成２７年　４月　１日
至　平成２８年　３月３１日
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（3） 資金収支計算書から分かること（一般会計等） 

業務活動収支については、65 億 1,519 万円のプラス、資本的収支については、公共施設

等の整備や、土地開発公社の解散に伴う貸付金元金回収収入の減などに伴い 119 億 9,159

万円のマイナスとなっており、業務活動収支及び財務活動収支で生じた剰余が充てられて

います。 

財務活動収支については、土地開発公社の解散に伴い第三セクター等改革推進債を借り

入れたことや、その他公共施設等の整備に伴い発行した地方債の増により 51 億 1,451 万円

のプラスとなっています。 

基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、市債の発行額や償還等の影響を除いた財

政収支で 54 億 7,639 万円のマイナスとなっております。 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 ※業務活動収支及び財務活動収支で生じた剰余を充ててもなお不足する収支不足額 

3 億 6,189 万円には、期首資金残高が充てられています。 

 

■資金収支計算書の主な項目の説明 

 

業務活動収支 

業務収入 

629億7,924万円 

 

支出 

564 億 6,405 万円

収支余剰 

65 億 1,519 万円 

投資活動収支 

投資活動収入 

44億2,880万円
支出 

164億2,039万円 
収支不足 

△119億9,159万円財務活動収支 

財務活動収入 

119億3,031万円 

 

支出 

68 億 1,580 万円 

収支余剰 

51 億 1,451 万円 

基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

数値がプラスであれば、現在の行政サービスにかかる費用が将来の世代に先送りする

ことなく、単年度の税収などで賄われていることを示しています。 

１. 業務活動収支 

行政の経常的活動に伴い継続的に発生する資金収支を計上しています。 

２. 投資活動収支 

公共資産の整備や貸付金などに伴い発生する資金収支を計上しています。 

３. 財務活動収支 

市債の償還などに伴い発生する資金収支を計上しています。 
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（１） 貸借対照表の見方 
 

貸借対照表は、財政状況を表しています。 

左半分（借方）は、保有する資産を表し、右半分（貸方）は、その調達財源を表してい

ます。右半分はさらに「負債」と「純資産」とに分かれ、「負債」は将来世代の負担額（先

送り額）を表し、「純資産」は、過去の世代がすでに負担した額を表しています。 

                

（２） 財務指標分析 
 

  下記の項目について分析を行いました。 

 

 

 

 

 
(人口：平成 28 年 3 月 31 日現在住民基本台帳人口 173,308 人) 

 

① 純資産比率 

   

総資産に占める純資産の割合を示します。純資産は「正味価値」であり、市民の持分比

率を表します。 

民間企業では財務能力の判断のために最も重視される指標です。（自己資本比率） 

 

純資産比率＝純資産／総資産×１００ 
 

純資産は過去の世代による負担の蓄積であり、負債は将来世代への負担の先送りとなり

ます。よって、純資産の割合が高ければ高いほど、将来世代への先送りが少ないことにな

ります。 

苫小牧市では、一般会計等で 63.8％、全体会計で 46.5％となっています。 

  

② 市民1人当たりの資産 

  

市民 1 人当たりの資産＝総資産／人口 
 

純資産比率が高くても、社会資本の整備が遅れているならば、それは 1つの選択であっ

ても市民にとって利便的な市とはいえません。 

 一方、社会資本の整備が進んでいても、前述の純資産比率が低ければ当然その負担を将

平成 27 年度 苫小牧市の財務分析 Ⅲ 

貸借対照表分析      1

① 純資産比率 

② 市民 1人当たりの資産 

③ 市民 1人当たりの地方債残高 
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来世代へ先送りしていることとなります。 

よって、市民 1人当たりの資産、純資産比率ともに高い水準であることが理想となりま

す。 

市民1人当たりの資産は、一般会計等で140万円、全体会計で210万円となっています。 

 

③ 市民1人当たりの地方債残高 

  

市民１人当たりの地方債残高＝地方債残高／人口 
 

市民 1人当たりの地方債残高は、一般会計等で 46 万円、全体会計で 80 万円となってい

ます。 

 


